第３条（交付申請）関係添付資料 　　　　　　　　　　　　　　　　　別添様式１

１　保管（使用）事業者に関する情報

	項目
	記入欄

	住所
	

	氏名(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)
	

	電話番号
	

	資本金の額又は出資の総額（円）
	

	従業員数（人）
	

	主たる業種(日本標準産業分類〔H19改訂〕の大分類)
	

	　２　保管（使用）事業場に関する情報

	項目
	記入欄

	事業場の名称
	

	事業場の所在地
	

	電話番号
	

	PCB特措法届出の有無eq \o(\s\up 6(※１),\s\do 2(　))
	

	特別管理産業廃棄物管理責任者の職・氏名eq \o(\s\up 7(※２),\s\do 3(　))
	


※１　今回対象の電気機器等以外で、既にＰＣＢ特措法の届出をしている事業場である場合は「有」と記入してください。

※２　既に特別管理産業廃棄物を排出（保管）している事業場である場合のみ記入して下さい。

※３　１及び２の表に記載された情報は環境省に提出され、データベース化されますので

ご承知ください。

裏面へ続く
３　機器情報等
	整理番号
	１
	２

	電気機器等の種類
	
	

	型式・製造番号
	
	

	定格容量（kVA）等
	
	

	製造者名
	
	

	製造年月
	
	

	保管・使用の別
	
	


	機器の写真eq \o(\s\up 7(※１),\s\do 3(　))（全体がわかるもの及び製造番号等がわかるものを、整理番号を付して貼付のこと。）


	


※１　機器の写真については、別葉に添付していただいても構いません。

４　採取・測定に関する情報

	整理番号
	１
	２

	試料採取予定日
	平成　　年　　月　　日
	平成　　年　　月　　日

	試料採取事業者
	
	

	測定事業者
	
	

	
	計量証明事業所登録番号
	
	

	実績報告書提出予定日
	平成　　年　　月　　日
	平成　　年　　月　　日


５　補助金交付申請額内訳表（消費税込）

	整理番号
	試料採取費用(Ａ)eq \o(\s\up 6(※１),\s\do 2(　))
	分析費用

(Ｂ)
	補助対象経費(Ｃ)(＝Ａ＋Ｂ)
	補助額Ｄ

(＝Ｃ×1/2か15,000円のいずれか小さい額)

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	計
	
	
	
	円


※１　見積書に、試料採取費用(Ａ)が一括して計上している場合は、１台ごとの金額に按分して

算定してください。

※２　補助額の合計欄（補助金交付申請額）は、1,000円未満を切り捨ててください。










測定対象の電気機器が３台以上の場合は本紙を複写して記入してください。

